一般競争入札参加資格確認申請書
令和 　年 　月 　日　

　沖縄県知事　殿

                                        住　　　　所

                                        商号又は名称

                                        氏　　　　名　　　                  　　　　印

一般競争入札参加資格確認申請書の提出について
　一般競争入札に参加を希望しますので、下記のとおり関係書類を提出します。

　なお、契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でないこと並びに、申請書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。

記

１　公告年月日　　令和８年９月２８日
２　委託業務名　　嘉手納警察署車庫・倉庫等改修設計及び安置室新築設計業務
３　委託業務場所　沖縄県嘉手納町
４　一般競争入札参加資格確認
　　申請者記載責任者名　　　　　　　　　　　電話番号
                                          　 メールアドレス
５　資格確認項目
(1) 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しないものであること。

(2) 沖縄県の「令和７・８年度入札参加資格者名簿（県内）」において、業種区分が「建築関係コンサルタント（登録業種：「建築一般」）」として登録されている者。
(3) 会社更生法に基づき更正手続開始の申立てがなされている者（再認定を受けた者を除く）でないこと。

(4) 入札日から落札決定日までの間に、指名停止措置を受けていないこと。
(5) 沖縄県税（法人（個人）事業税）及び国税（（法人税又は申告所得税）及び（消費税及び地方消費税））の未納税額がない者。

(6) 社会保険料、健康保険料、厚生年金保険料等の未納がない者。

(7) 入札公告に示す業務受託実績を有すること。

(8) 入札公告に示す技術者を業務期間内に配置できること。

(9) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

(10)次のいずれにも該当しない者

ア　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号、以下「暴対法」という。）又は暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

イ　役員等が、自己、自社、若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

ウ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

エ　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき

オ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

６　留意事項
　提出された申請書類のみでは資格を判断できないとき、記載責任者に連絡してヒアリングを行う場合がある。

※　提出書類一覧

　□　一般競争入札参加資格確認申請書

　□　入札参加適格合格通知書の写し　※内容に変更があった場合は変更届の写しも添付
　□　現在事項全部証明書（法人の場合。３ヶ月以内発行に限り写し可）

　□　身分証明書（個人事業者の場合）

　□　納税証明書（写し可）又は納税の猶予許可通知書（写し可）

　□　保険料等の納入証明書（写し可）又は納付の猶予（特例）許可通知書

　□　業務受託実績（様式１）

　□　配置予定技術者の資格等（様式２）

　□　配置予定技術者の資格者証等の写し
　□　配置予定技術者の業務実績の書類の写し
　□　配置予定技術者の直接的な雇用関係の存在を証明できる資料の写し
　□　暴力団排除に関する誓約書
　□　別記様式第１号（役員等名簿）
一般競争入札参加資格確認申請書（記載例）
（提出日を記入→）令和 ●年 ●月 ●日　

　沖縄県知事　殿

                                        住　　　　所

                                        商号又は名称

                                        氏　　　　名　　　                  　　　　印

一般競争入札参加資格確認申請書の提出について
　一般競争入札に参加を希望しますので、下記のとおり関係書類を提出します。

　なお、契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でないこと並びに、申請書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。

記

１　公告年月日　　令和８年９月２８日
２　委託業務名　　嘉手納警察署車庫・倉庫等改修設計及び安置室新築設計業務
３　委託業務場所　沖縄県嘉手納町
４　一般競争入札参加資格確認
　　申請者記載責任者名　●●　●●　　　　　　　電話番号　●●●-●●●-●●●
                                                 メールアドレス　●●●●●●＠●●●●●
５　資格確認項目
(1) 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しないものであること。

　記載例【　該当しない。】
(2) 沖縄県の「令和７・８年度入札参加資格者名簿（県内）」において、業種区分が「建築関係コンサルタント（登録業種：「建築一般」）」として登録されている者。

　記載例【　別紙入札参加適格合格通知書のとおり該当する】
(3) 会社更生法に基づき更正手続開始の申立てがなされている者（再認定を受けた者を除く）でないこと。

　記載例【　該当しない。】
(4) 入札日から落札決定日までの間に、指名停止措置を受けていないこと。

　記載例【　令和●年●月●日現在（申請書等の提出日現在）において指名停止措置を受けていない。】
(5) 沖縄県税（法人（個人）事業税）及び国税（（法人税又は申告所得税）及び（消費税及び地方消費税））の未納税額がない者。

　記載例【別紙納税証明書のとおり未納税額はない。】又は【別紙納税猶予許可通知書のとおり。】
(6) 社会保険料、健康保険料、厚生年金保険料等の未納がない者。

　記載例【別紙納入確認書又は納入証明書のとおり未納額はない。】又は【別紙納付の猶予（特例）許可通知書のとおり。】
(7) 入札公告に示す業務受託実績を有すること。

　記載例【様式１のとおり業務実績を有する。】
(8) 入札公告に示す技術者を業務期間内に配置できること。

　記載例【様式２のとおり配置できる。】
(9) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

　記載例【関係はない。】
(10)次のいずれにも該当しない者。

ア　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号、以下「暴対法」という。）又は暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

イ　役員等が、自己、自社、若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

ウ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

エ　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき

オ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

　記載例【上記のいずれにも該当しないこと及び本件入札において暴力団等反社会勢力を排除することを、別紙のとおり誓約すると共に役員等名簿を提出する。】
６　留意事項
　提出された申請書類のみでは資格を判断できないとき、記載責任者に連絡してヒアリングを行う場合がある。

※　提出書類一覧

　■　一般競争入札参加資格確認申請書

　■　入札参加適格合格通知書の写し　※内容に変更があった場合は変更届の写しも添付
　■　現在事項全部証明書（法人の場合。３ヶ月以内発行に限り写し可）

　□　身分証明書（個人事業者の場合）

　■　納税証明書（写し可）又は納税の猶予許可通知書（写し可）

　■　保険料等の納入証明書（写し可）又は納付の猶予（特例）許可通知書

　■　業務受託実績（様式１）

　■　配置予定技術者の資格等（様式２）

　■　配置予定技術者の資格者証等の写し
　■　配置予定技術者の業務実績の書類の写し
　■　配置予定技術者の直接的な雇用関係の存在を証明できる資料の写し
　■　暴力団排除に関する誓約書
　■　別記様式第１号（役員等名簿）

様式１
業 務 受 託 実 績
	会　社　名
	

	１

	業務名
	

	
	発注機関名
	

	
	契約金額（円）
	　￥

	
	契約期間
	　　 　年 　月 　日　～　　　 　年 　月 　日

	
	業務の概要
（対象業務の規模等）
	

	
	業務の場所
（市町村・区域名・地区名等）
	

	２


	業務名
	

	
	発注機関名
	

	
	契約金額（円）
	　￥

	
	契約期間
	　　 　年 　月 　日　～　　　 　年 　月 　日

	
	業務の概要
（対象業務の規模等）
	

	
	業務の場所
（市町村・区域名・地区名等）
	

	３


	業務名
	

	
	発注機関名
	

	
	契約金額（円）
	　￥

	
	契約期間
	　　 　年 　月 　日　～　　　 　年 　月 　日

	
	業務の概要
（対象業務の規模等）
	

	
	業務の場所
（市町村・区域名・地区名等）
	


備考

１　上記業務の契約書のかがみの写し（発注者・業務名・契約金額が確認できるもの）を添付すること。

２　「業務の概要」は、入札公告において明示した業務受託実績について的確に判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること。

３　記載する業務実績は１件でもよい。
様式２
配 置 予 定 技 術 者
	　（　　　　　　　）

	会社名
	
	技術者名
	

	生年月日
	
	住所
	

	最終学歴
	
	電話番号
	

	保有する免許・資格等
	

	業務実績
	

	　（　　　　　　　）

	会社名
	
	技術者名
	

	生年月日
	
	住所
	

	最終学歴
	
	電話番号
	

	保有する免許・資格等
	

	業務実績
	

	　（　　　　　　　）

	会社名
	
	技術者名
	

	生年月日
	
	住所
	

	最終学歴
	
	電話番号
	

	保有する免許・資格等
	

	業務実績
	

	
	


備考
１　（　　　）内には、「管理技術者」、「設備設計担当者」、「積算担当者」と記載すること。
　　ただし、兼務する場合は（　　　）内にそれぞれ兼務する分野を記載すること。
２　管理技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係（申請日以前に３ヶ月以上の雇用）があること。

　３　直接的な雇用関係の存在を証明できる資料の写し（住民税特別徴収税額通知書、雇用保険被　　保険者資格取得等確認通知書等）を添付すること。
４　「保有する免許・資格等」を証明する書類の写しを添付すること。

５　「同種、同規模の業務実績」は、入札公告において明示した業務実績について的確に判断できる書類の写しを添付すること。
